










これらスカイラインチャートから各県の産業構造および交易状況について構成比やここで定義し

ている県内需要に対する県内生産額の比率である自給率に着目して特徴をまとめると 

 

【三重県】 

産業別の県内生産額の構成比を見ると、第 2次産業の比率が約 6割近くを占めており、特に「製

造業」は 55.1％（表１参照）と県内生産額の半分を超えている。構成比では特に「21 輸送機械」

（12.3％）、「18 電子部品」（10.1％）と突出しているほか４県と比べ「08 化学製品」（6.8％）、「09

石油・石炭製品」（5.2％）も高い。また自給率も「18 電子部品」（279.5％）、「15 はん用機械」（198.1％）、

「11 窯業・土石製品」（155.4％）で突出して生産力が高く、製造業全体でも 128.6％となっており、

「12 鉄鋼」（19.5％）や「05 飲食品業」（86.3％）などの一部を除き多くの製造業の部門で県内需

要を満たすだけでなく移輸出もしている。 

 一方で、第 3次産業の比率は相対的に低く、自給率も第 3次産業では比較的生産額の構成比が高

い部門で「24 電力・ガス・熱供給」（117.0％）、「30 運輸・郵便」（102.3%）を除き商業（60.2％）、

対事業所サービス（65.3％）などで 100%を下回りそれらの県内需要を移輸入に依存している形に

なっています（※）。特に「33 教育・研究」（54.2％）については 5 県では 2 番目に低い岐阜県で

も 98.9％と突出して低くなっています。 
 
※「商業」や「各種サービス業」における移輸入とは、A 県で B 県の県民が商品を購入したり、サービスを受けたりした場合に、
A 県はサービス等を移輸出、B 県は移輸入していると考えます。 

 

【愛知県】 

第 2次産業の比率（50.2％）は三重県より低いが約 5割を占めており、また「製造業」は 45.5％

ながら大阪府や東京都ではその比率が 3割弱程度であると比較すれば製造業も盛んである。構成比

では特に「21 輸送機械」（18.4％）が突出して高く、４県と比べ「12 鉄鋼」（5.3％）も高い。自

給率でも「17 業務用機械」（203.8％）、「21 輸送機械」（187.5％）が突出して高い（製造業全体の

自給率は 118.2％）。 

 また第 3次産業の比率も 5割近くあり、構成比で「27 商業」（9.4％）、「30 運輸・郵便」（5.0％）

などが高くさらに自給率も「27 商業」（108.3％）が 5 県で唯一 100%を超えており、「30 運輸・郵

便」（117.9％）も 100%を上回っています。 

 

【岐阜県】 

第 2次産業の比率（43.8％）ならびに「製造業」だけの比率（37.3％）も 5県で も低いながら

全国平均（各 36.8％、31.0％）は上回っている。構成比では製造業ではなく「22 建設」（6.3％）

が も高く、次いで「21 輸送機械」（5.3％）が高いが比較的、製造業で突出した部門はない。た

だ自給率では、「11 窯業・土石製品」（277.6％）や「14 金属製品」（231.2％）、「15 はん用機械」

など 4 部門で 200％を上回り県内需要の割に生産力が高い部門が多い（製造業全体の自給率は

126.9％）。 

 また第 3次産業の比率が 5県で唯一 5割を超えており（55.1％）比較的盛んである。構成比では

「27 商業」（9.4％）、「34 医療・福祉」（6.8％）などが高いが、それらの自給率では第 3 次産業で

は比較的生産額の構成比が高い部門のうち「37 対個人サービス」（112.0％）や「28 金融・保険」

（111.7％）で 100%を上回っている。 

 

【静岡県】 

第 2 次産業の比率（49.5％）と約 5 割を占めており、また「製造業」の比率も 45.1％と愛知県

と同様に三重県ほどでなくても製造業は盛んである。構成比では特に「21 輸送機械」（12.1％）が
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突出して高く、４県と比べ「05 飲食料品」（8.0％）、「07 パルプ・紙・木製品」（3.5％）も高い。

自給率では「19 電気機械」（207.9％）とその「05 飲食料品」（176.2％）、「07 パルプ・紙・木製品」

（175.7％）が突出して高い（製造業全体の自給率は 126.0％）。 

 また第 3次産業の比率も 5 割近くあり構成比で「27 商業」（7.1％）、「30 運輸・郵便」（6.1％）

などが高く、さらに自給率もそれら「27 商業」（108.3％）、「30 運輸・郵便」（117.9％）で 100%を

上回っています。 

 

【滋賀県】 

三重県と同様に第2次産業の比率が約6割近くを占めており（57.9％）、「製造業」だけでも52.8％

と県内生産額の半分を超えている。構成比では「19 電気機械」（6.4％）、「21 輸送機械」（6.1％）

が高いが、岐阜県と同様に比較的、製造業で突出した部門はない。ただ自給率では、「11 窯業・土

石製品」（427.3％）や「19 電気機械」（282.8％）、「15 はん用機械」（263.8％）など６部門で 200％

を上回り県内需要の割に生産力が高い部門が多く、製業全体の自給率は三重県（128.6％）を上回

る 148.8％となっている。 

 一方で、第 3次産業の比率は相対的に低く、自給率も第 3次産業では比較的生産額の構成比が高

い部門で「33 教育・研究」（101.9％）を除き商業（47.9％）、対事業所サービス（54.9％）などの

ほとんどで 100%を下回り、それらの県内需要を移輸入に依存している形になっています。 

 

＜全体を通じて＞ 

 総じて、製造業全般について県内生産額における割合などの点について三重県と滋賀県、政令指

定市を持つ愛知県と静岡県が類似している。また、内陸部ということで原材料や出荷などで船舶を

用いた大量輸送ができないため突出した製造業がない点で岐阜県と滋賀県が類似している。 

 また県内生産額の構成比で 5 県とも「21 輸送機械」の割合が高いが、他県と比較して三重県の

「18 電子部品」、「08 化学製品」、「09 石油・石炭製品」、愛知県の「5鉄鋼」、滋賀県の「10 プラス

チック・ゴム」、「19 電気機械」など当該県でのみ高い比率の部門が見られ、原材料・部品と使用

するべくサプライチェーンなどで相互補完し合っているものと思われます（よって、それら各県で

それら部門の主力工場が災害などで被害を受け操業が停止すると、周辺県も大きな影響を受ける可

能性があると思われます）。 

 また第 3次産業では、政令指定都市を有する大都市圏を持つ愛知県や静岡県での比率が高くまた

自給率も 100%近くまたはそれを上回る部門も多い。ただ「27 商業」については自給率が 100%を超

えているのは愛知県（108.3％）のみであり、「28 金融・保険」については岐阜県（111.7％）と静

岡県（111.0％）が、「30 運輸・郵便」については愛知県（117.9％）と三重県（102.3％）が 100%

を超えている。なお「31 情報通信」については 5県とも 100%を超えていないのが特徴的です。 

 

 

まとめ．三重県の産業構造の特徴について 

三重県の産業構造については前述のとおり、「製造業」の県内生産額における構成比が 55.1％と

５県で も高く、同様に県内生産額全体の半分を超えている滋賀県と共に製造業に特化した「もの

づくり県」であると言えます。また、「製造業」の自給率も 128.6％と滋賀県（147.8％）よりは低

いものの 5県では 2番目の高さです。 

 ただ、内陸部に位置する滋賀県とは異なり臨海部にある三重県では県内生産額の構成比で「08

化学製品」、「09 石油・石炭製品」などが高いなどの特徴があります。 

一方で、第 3次産業の比率は 39.9％と５県で唯一、4割を下回り も低く、そのうち「33 教育・

研究」（54.2％）、「商業」（60.2％）、「対事業所サービス」（65.3％）などで自給率が 100%を下回り

それらの県内需要について移輸入に依存しています。この傾向については滋賀県も同様ですが、名

古屋市（滋賀県は京都市・大阪市）など近隣の大都市から供給を受けている（それら大都市で消費
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している）ことが一因と思われます。 

 

 また移輸出から移輸入を差し引いた「県際収支」で三重県の特徴を確認してみると、自給率が大

きい（生産力が大きい）産業は、移輸出も大きくなって移輸出額が超過（黒字）となり、自給率が

小さい（生産力が小さい）産業は、移輸出入が超過（赤字）となります。つまり、移輸出額が超過

（黒字）の産業は自給率が高く、その県内だけでなく他地域の需要もまかなっているという点で、

“強み”のある産業であり、地域の産業の特徴を表しています。 

 

 図４はスカイラインチャートで用いた産業分類（39 部門）をさらに製造業を一つにするなどし

て 13 部門に統合したうえで 5県各県の県際収支の総額（グラフで◆印）とそれら 13 部門での要因

を表したグラフです。県際収支は 5県ともプラスで黒字ですが三重県がもっとも少ない黒字額（415

億円）となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 なお、三重県の県際収支の黒字幅（415 億円）は 5県で も少ないですが、表３でその要因を見

図４ 各県の県際収支および内訳   

表３ 各県の県際収支の要因    
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てみると 5県とも黒字額が上位１位の部門である製造業について、その黒字額は三重県は全体の 3

番目（21,583）でかつプラス部門全体での合計（23,228）も 3番目と黒字額だけ見ると決して少な

くはありません。しかし、マイナス部門で鉱業（-9,521）やサービス業（-6,805）などの赤字額の

大きさが影響してその全体での合計額（-22,874）つまり赤字額の合計も全体のワースト 2 番目で

あるため結果的に県際収支の黒字幅が も少なくなっています。 

 これは前述のとおり三重県は 5 県の中で「08 化学製品」、「09 石油・石炭製品」の県内生産額の

構成比が高く、平成 23 年 3 月に発生した東日本大震災以降により海外から輸入される原油など原

材料の価格上昇が影響し、マイナス部門で鉱業部門の赤字額が大きくなったことによるものと思わ

れます。 

 

以上のように、三重県の産業構造は「製造業」を基幹産業として県内生産および県際収支を支え

ており 5県の中では滋賀県も同様の傾向がありますが、滋賀県とは異なり県際収支に関して鉱業部

門の収支を左右する海外から輸入される原油などの価格変動の影響をより受けやすい構造である

ことが分かります。 

 

                                         以上 
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